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兵庫県の公式 HPにて、新型コロナウイルス感染症に関する特設サイトを設置しています。 

支援対象を「個人」と「事業者」に分かれております。以下のページよりご確認ください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
個人向けページ：https://web.pref.hyogo.lg.jp/kk03/corona/corona_support_top02.html 
 
事業者向けページ：https://web.pref.hyogo.lg.jp/kk03/corona/corona_support_top01.html 

  

兵庫県新型コロナウイルス感染症関連特設サイト 

https://web.pref.hyogo.lg.jp/kk03/corona/corona_support_top02.html
https://web.pref.hyogo.lg.jp/kk03/corona/corona_support_top01.html
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・休業要請事業者経営継続支援事業に関するお問い合わせ専用ダイヤル 

電話：078-361-2281 

受付時間：平日 午前 9時～午後 5時 

・新型コロナウイルス感染症対策相談窓口・新型コロナ追跡システムコールセンター 

電話：078-362-9858 

受付時間：平日 午前 9時～午後 5時 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

相談窓口一覧 
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休業要請を行った事業者について、休業による影響を受けるため、国の持続化給付金に加え、

県・市町が協調して一定の経営継続支援金を支給 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【問合せ先】経営継続支援金 TEL：078-361-2281 

詳細は下記のページをご覧ください。 

 https://web.pref.hyogo.lg.jp/sr07/kyugyoshien.html  

休業要請事業者経営継続支援金 

 

・休業要請事業者経営継続支援金の申請は７月７日(火)〈当日消印有効〉で受付を終了しました。 

・休業要請事業者経営継続支援金の追加支給の申請手続きについて 
本年５月７日以降の本県による休業要請等に応じて頂いた事業者様への支援金の追加支給につい
ての申請書は、７月下旬以降、対象となる皆様に順次、個別に郵送させて頂く予定です。申請書
に所定事項を記入の上、支援金事務局まで返信いただくことを予定しています。 

https://web.pref.hyogo.lg.jp/sr07/kyugyoshien.html
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感染症拡大により、特に大きな影響を受ける事業者に対して、事業の継続を下支えし、再起の

糧としていただくため、 事業全般に広く使える給付金を支給 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（出典：経済産業省） 

 

【問合せ先】持続化給付金事業コールセンター TEL：0120-115-570 

詳細は下記のページをご覧ください。 

  https://www.meti.go.jp/covid-19/jizokuka-kyufukin.html 

  

 

給付金申請ページ 

https://www.jizokuka-kyufu.jp/ 

 

持続化給付金 

 

https://www.meti.go.jp/covid-19/jizokuka-kyufukin.html
https://www.jizokuka-kyufu.jp/
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タクシー事業者向け観光受入環境整備事業  ※7月 31日募集締め切り 

先端機器等の活用により、タクシーの観光利用やインバウンド対応を促進し、国内外観光客

の周遊性・満足度を向上 

 

〇申請者 

事業実施を希望するタクシー事業協同組合、グループ 等 

 

〇支援事業例 

マルチキャッシュレス決済機器の導入【必須】 

（以下、任意で追加可能） 

施設・設備・Web サイト・パンフレット等の多言語化、通訳・翻訳機の導入、車内 Wi-Fi

環境の整備、タブレット等 IT機器を活用した観光案内システム導入 等 

 

〇補助上限額  

1,000万円(定額補助)  

 

【問合せ先】 公益社団法人ひょうご観光本部 TEL：078-361-7661 

    詳細はホームページをご覧ください（ https://www.hyogo-tourism.jp/subsidy/taxi/ ） 

 

地域企業再起・躍進支援事業  

コロナ禍でダメージを受けた地域の基幹的リーディング企業による新たな事業展開を支援し、

地域産業力を向上 

 

〇申請者  

中小企業、小規模事業者 

 

〇支援事業例 

産地企業による新商品開発、飲食店・旅館等の予約システムの導入、在庫管理システム

の導入、海外進出に向けた基礎調査 等 

 

〇補助率と上限 

3/4 

 

 

 

 

【問合せ先】 兵庫県産業労働部工業振興課 TEL：078-362-3330 

タクシー事業者向け観光受入環境整備事業 
地域企業再起・躍進支援事業 
 

https://www.hyogo-tourism.jp/subsidy/taxi/
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雇用調整助成金の特例措置が更に拡充されています。また、手続きが簡略化されています。詳

しくは、厚生労働省のホームページをご覧ください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（出典：厚生労働省） 

〇支給の対象となる事業主 

新型コロナウイルス感染症に伴う特例措置では、以下の条件を満たす全ての業種の事業主

を対象としています。 

  １．新型コロナウイルス感染症の影響により経営環境が悪化し、事業活動が縮小している 

  ２．最近１か月間の売上高または生産量などが前年同月比５％以上減少している(※) 

   ※比較対象とする月についても、柔軟な取り扱いとする特例措置があります。 

  ３．労使間の協定に基づき休業などを実施し、休業手当を支払っている 

 

〇助成対象となる労働者 

事業主に雇用された雇用保険被保険者に対する休業手当などが、「雇用調整助成金」の助成

対象です。 

 

【問合せ先】 兵庫労働局ハローワーク助成金デスク TEL：078-221-5440 

県労働局・公共職業安定所（ハローワーク） 

        （一覧： https://www.mhlw.go.jp/content/11600000/000628994.pdf ） 

詳細は下記のページをご覧ください。  

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/koyou_roudou/koyou/kyufukin/pageL07.html 

雇用調整助成金の特例措置 

https://www.mhlw.go.jp/content/11600000/000628994.pdf
https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/koyou_roudou/koyou/kyufukin/pageL07.html
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県内宿泊施設において、新型コロナウイルス感染症における感染症拡大防止対策として取り組

む設備の整備等に要する経費を支援します。 

 

〇補助対象者 

  旅館業法の営業許可を受けた宿泊事業者 

   （※１事業者あたり申請は１回限りとします。） 

   ただし、風俗営業等の規制及び業務の適正化に関する法律第２条第６項に規定する店舗型

性風俗特殊営業並びにそれらに類似する業種を営む者は除きます。 

 

〇対象経費 

  宿泊施設内のロビー・受付、食事処等のパブリックスペース（客室を除く）及び送迎用車

両において、感染症拡大防止のために整備する設備の購入費、工事費等 

 

〇対象期間 

  令和２年４月７日（火）～９月３０日（水） 

   ※ 補助対象期間内に設備の整備及び支払いが完了したものが対象となります。 

   ※ ９月３０日（水）までに設備の整備及び支払いの完了にかかる確認書類の提出が必要

となります（消印有効）。 

 

〇補助額 

   

 

〇申請受付期間 

  令和２年６月２２日（月）～９月３０日（水）［当日消印有効］ 

   ※予算の状況により受付期間中であっても受付を終了することがあります。 

 

 

【問合せ先】 公益社団法人ひょうご観光本部 TEL：078-362-3697 

 詳細は下記ホームページをご覧ください 

 https://www.hyogo-tourism.jp/subsidy/facility/ 

 

  

区分 補助率 
補助金の額 
※ただし、1,000円未満切り捨て 

１つのホテル等を経営する事業者 定額 上限 30万円 

複数のホテル等を経営する事業者 
（２つのホテル等まで対象） 

定額 上限 60万円 

宿泊施設における感染防止対策のための 
設備整備事業補助金 
 

https://www.hyogo-tourism.jp/subsidy/facility/
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新型コロナウイルス感染症拡大による緊急事態宣言対象区域の解除に伴い、社会経済活動が再

開されることから、中小法人・個人事業主の皆様を対象に、従業員の労働環境確保のために取

り組む接触感染や飛沫感染の拡大防止にかかる経費に補助金を支給します。 

 

〇補助対象者 

  兵庫県内に事業所を置く中小法人及び個人事業主の方が対象となります（NPO法人も含む）。 

※主たる事務所が県外にあっても、県内の事業所は対象となります。 

※国や地方自治体、または本県が実施する同種の事業で、同一経費での重複申請はできま

せん。 

※政治団体、宗教上の組織・団体は対象外です。 

 

〇対象経費 

  令和 2年 4月 7日から令和 2年 9月 30日の間に発注（契約）、納品、支払した以下の経費

が対象となります。 

   補助対象となる経費 

感染拡大を防止するために要した経費 
（資材費、設備・備品購入費、改装・修繕工事費、委託費・外注費、リース料、印刷費） 

 

〇対象期間 

  令和２年４月７日（火）～９月３０日（水） 

   ※ 補助対象期間内に設備の整備及び支払いが完了したものが対象となります。 

   ※ ９月３０日（水）までに設備の整備及び支払いの完了にかかる確認書類の提出が必要

となります（消印有効）。 

 

〇補助額 

・以下の区分により、補助金を支給します。  

・中小法人、個人事業主いずれも、兵庫県内に事業所が一つの場合と、複数の場合で補助

金額が異なります。  

・補助金の申し込みにあたっては、補助金額以上の事業実施が必要となります。 

（領収書等の合計額〔税抜き〕が補助金額以上になっていることが必要） 

区分 中小法人 個人事業主 

県内に 1事業所の場合 20万円 10万円 

県内に 2事業所以上の場合 40万円 20万円 

 

〇申請受付期間 

  令和 2年 6月 30日（火曜日）～令和 2年 9月 30日（水曜日） 

 

【問合せ先】 兵庫県中小企業事業再開支援金事務局 TEL：078-361-1500 

 詳細は下記ホームページをご覧ください

https://web.pref.hyogo.lg.jp/sr05/jigyousaikai.html 

兵庫県中小企業事業再開支援事業 

https://web.pref.hyogo.lg.jp/sr05/jigyousaikai.html
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5月の緊急事態宣言の延長等により、売上の減少に直面する事業者の事業継続を下支えするた

め、地代・家賃（賃料）の負担を軽減する給付金を支給 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（出典：経済産業省） 

 

 

【問合せ先】 家賃支援給付金 コールセンター TEL：0120-653-930 

 詳細は下記ホームページをご覧ください

https://www.meti.go.jp/covid-19/yachin-kyufu/index.html 

 

 

  

  

家賃支援給付金 

 

給付金申請ページ 

https://yachin-shien.go.jp/ 

 

https://www.meti.go.jp/covid-19/yachin-kyufu/index.html
https://yachin-shien.go.jp/
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新型コロナウイルスの影響でダメージを受けた兵庫県内の中小企業・個人事業主に対し、AI・

IoTをはじめデジタル技術を活用した地域産業力向上のための創意工夫による事業展開を支援

します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（出典：NIRO） 

【問合せ先】 (公財)新産業創造研究機構 技術移転部門 TEL：078-306-6805 

 詳細は下記ホームページをご覧ください 

https://www.niro.or.jp/chiiki-digital/ 

地域企業デジタル活用支援事業 

https://www.niro.or.jp/chiiki-digital/
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休業中に賃金（休業手当）を受け取ることができなかった方に対して給付金を支給されます。

詳しくは、厚生労働省のホームページをご覧ください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（出典：厚生労働省） 

 

【問合せ先】新型コロナウイルス感染症対応休業支援金・給付金コールセンター 

 TEL：0120-221-276 

 詳細は下記ホームページをご覧ください 

https://www.mhlw.go.jp/stf/kyugyoshienkin.html 

 

 

 

 

 

 

 

  

新型コロナウイルス感染症対応休業支援金・給付金 

 

https://www.mhlw.go.jp/stf/kyugyoshienkin.html
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新たな価値や市場を生み出すクリエイティブなものづくりやビジネスに取り組む若手起業家等

を支援することにより、ポストコロナ社会を視野に入れた産業・社会課題の解決や地域経済活

性化に資する新たな起業・創業を創出するため、新規性・創造性に富んだビジネスプランを募

集します。また、事業に賛同する協力機関と連携し、採択事業の継続的な成長・発展を支援し

ます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【問合せ先】 （公財）ひょうご産業活性化センター創業推進部新事業課 TEL：078-977-9072 

 詳細は下記ホームページをご覧ください 

https://web.hyogo-iic.ne.jp/kigyo/creative 

  

ポストコロナ・スタートアップ支援事業 

https://web.hyogo-iic.ne.jp/kigyo/creative
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国が一定の要件を満たす中小企業者に対する利子・保証料の軽減を行う制度を創設したことか

ら、それに連動した融資制度を新設し、新型コロナウイルス感染症の流行により影響を受ける

中小企業者を支援します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

新型コロナウイルス感染症対応資金 
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【問合せ先】兵庫県産業労働部地域金融室 TEL：078-362-3321 

詳しくは下記をご覧ください。 

https://web.pref.hyogo.lg.jp/sr08/ie05_000000031.html 

 

新型コロナウイルス感染症保証料応援貸付 

 

https://web.pref.hyogo.lg.jp/sr08/ie05_000000031.html
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１ 納税の猶予制度の特例 

イベントの自粛要請や入国制限措置など、新型コロナウイルスの感染拡大防止のための措置

に起因して多くの事業者の収入が急減しているという状況を踏まえ、収入に相当の減少があ

った事業者の国税について、無担保かつ延滞税なしで１年間、納税を猶予する特例が設けら

れました。 

【ホームページ】 

https://www.nta.go.jp/taxes/nozei/nofu_konnan.htm 

 

 

２ 欠損金の繰戻しによる還付制度の特例 

資本金１億円超 10 億円以下の企業の令和２年２月１日から令和４年１月 31 日までの間に終

了する事業年度に生じた青色欠損金について、欠損金の繰戻しによる還付制度の適用が可能

となりました。 

【ホームページ（PDF）】 

https://www.nta.go.jp/taxes/shiraberu/kansensho/keizaitaisaku/pdf/keizaitaisaku_2.pdf 

 

 

３ テレワーク等のための中小企業の設備投資税制 

中小企業がテレワーク等のために行う設備投資について、中小企業経営強化税制を拡充し、

その対象に加えられました。 

【ホームページ（PDF）】 

 https://www.nta.go.jp/taxes/shiraberu/kansensho/keizaitaisaku/pdf/keizaitaisaku_1.pdf 

 

 

４ 消費税の課税選択の変更に係る特例 

新型コロナウイルス感染症により収入が著しく減少した事業者が、申請書を申請期限までに

提出して税務署長の承認を受けたときは、課税期間開始後であっても消費税の課税事業者の

選択の変更を認める等の措置がされました。 

【ホームページ】 

https://www.nta.go.jp/taxes/shiraberu/kansensho/keizaitaisaku/shohi/index.htm 

 

 

 

 

  

税制措置～国税～ 

国税に関する問合せは 

所管の税務署へお願いします 

https://www.nta.go.jp/taxes/nozei/nofu_konnan.htm
https://www.nta.go.jp/taxes/shiraberu/kansensho/keizaitaisaku/pdf/keizaitaisaku_2.pdf
https://www.nta.go.jp/taxes/shiraberu/kansensho/keizaitaisaku/pdf/keizaitaisaku_1.pdf
https://www.nta.go.jp/taxes/shiraberu/kansensho/keizaitaisaku/shohi/index.htm
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１ 個人の県民税及び事業税に係る申告期限の延長 

今回、新型コロナウイルス感染症の拡大防止の観点から国において所得税の申告・納付期限が

延長されたことから、個人の県民税及び事業税（年の中途において事業を廃止した場合を除く）

の申告期限が令和 2年 3 月 16 日（月曜日）であるものについて、同年 4 月 16 日（木曜日）ま

で延長されましたが、4月 17日（金曜日）以降においても、期限までに申告することができな

いと認められる場合には、期限を延長することができますので、県税事務所へご相談ください。 

【ホームページ】 

https://web.pref.hyogo.lg.jp/kk22/toriatsukai2020.html 

 

 

２ 法人県民税・事業税の申告納付期限の延長 

法人県民税・事業税（特別法人事業税・地方法人特別税を含む。）において、新型コロナウイル

ス感染症の影響により、期限までに申告・納付することができないやむを得ない理由がある場

合には、期限を延長することができますので、県税事務所へご相談ください。 

【ホームページ】 

https://web.pref.hyogo.lg.jp/kk22/toriatsukai2020.html 

 

 

３ 納税が困難な方に対する猶予制度 

[徴収猶予の特例] 

新型コロナウイルス感染症の影響によ

り R2.2 月以降の事業等に係る収入が前

年同期と比べ概ね 20％以上減少してい

る場合で、R2.2月から R3.1 月までに納

期限が到来する県税を一時に納付する

ことが困難な場合は、徴収猶予の特例制

度がありますのでご確認ください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

税制措置～県税～ 

https://web.pref.hyogo.lg.jp/kk22/toriatsukai2020.html
https://web.pref.hyogo.lg.jp/kk22/toriatsukai2020.html
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[徴収猶予・換価猶予] 

新型コロナウイルス感染症に納税

者（ご家族を含む。）がり患された

場合のほか、新型コロナウイルス感

染症に関連するなどして対象のケ

ースに該当する場合は、徴収猶予制

度があります。 

また、新型コロナウイルス感染症の

影響により、県税を一時に納付する

ことができない場合、申請による換

価猶予の制度があります。 

  

県税に関する 

問合せ先一覧 
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１ 中小事業者等が所有する償却資産及び事業用家屋に係る固定資産税等の軽減 

厳しい経営環境にある(※)中小事業者等に対して、令和３年度課税の１年分に限り、償却資

産及び事業用家屋に係る固定資産税及び都市計画税の課税標準を 1/2 またはゼロとします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 生産性革命の実現に向けた固定資産税の特例措置の延長・拡充 

・新型コロナウイルス感染症の影響を受けながらも新規に設備投資を行う中小事業者等を支

援する観点から、適用対象に一定の事業用家屋及び構築物を追加します。 

・生産性向上特別措置法の改正を前提に、適用期限を２年延長します。 

 

 

 

  

税制措置～市町税～ 
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ひょうごツーリズムバス事業 
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24 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

ひょうご五国交流バスツアー支援事業 
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【問合せ先】 公益社団法人ひょうご観光本部 TEL：078-361-7661 

    詳細は下記ホームページをご覧ください 

    https://www.hyogo-tourism.jp/subsidy/trcamp 

  

スポーツ・文化関連合宿等誘致事業補助金 

https://www.hyogo-tourism.jp/subsidy/trcamp
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【問合せ先】 公益社団法人ひょうご観光本部 TEL：078-361-7661 

    詳細は下記ホームページをご覧ください 

    https://www.hyogo-tourism.jp/subsidy/ 

 

コンベンション開催誘致 

https://www.hyogo-tourism.jp/subsidy/
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兵庫県では、旅行者に安心して旅行をしてもらうため、県内の宿泊施設にて、感染リスク軽減

対策「ひょうご安心旅」に取り組んでいます。参画施設では、感染リスク軽減対策を示したボ

ードをフロント等に掲示しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

参画を希望される場合は、「『ひょうご安心旅』プロモーション 申込書・同意書」に必要事項

をご記入いただき、メールもしくはＦＡＸでご提出ください。様式はひょうご観光本部のホー

ムページに掲載しております。フロント等に掲示いただきます「感染リスク軽減対策を示した

ボード」及び「ひょうご安心旅 ロゴマーク」をお送りいたします。 

 

 

【問合せ先】 公益社団法人ひょうご観光本部 

  E-mail：kansenboshi@hyogo-tourism.jp   FAX：078-361-7662 

  詳細は下記ホームページをご覧ください 

https://www.hyogo-tourism.jp/news/124 

 

ひょうご安心旅（宿泊施設向け） 

mailto:kansenboshi@hyogo-tourism.jp
https://www.hyogo-tourism.jp/news/124

